
　

第33回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

業務の適正を確保するための体制
業務の適正を確保するための体制の運用の状況

個 別 注 記 表
（平成29年６月１日から平成30年５月31日まで）

　

日本オラクル株式会社
　

「業務の適正を確保するための体制」、「業務の適正を確保するた
めの体制の運用の状況」および「個別注記表」につきましては、
法令および当社定款第15条の規定に基づき、当社ウェブサイトに
掲載することにより株主の皆様に提供しております。
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業務の適正を確保するための体制

① 執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
株主総会議事録、取締役会議事録、その他経営に関わる重要な会議の議事録、重要な意思
決定に係る記録などの文書の管理に関する規程を制定する。当該規程を制定または改定する
ときは、取締役会の承認を得ることとし、当該規程による管理の対象となる文書は、必要な
ときに検索および閲覧が容易な状態で保管する。

　
② 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
コンプライアンス、災害および情報セキュリティ等に係るリスクについては、それぞれの
担当部署にて、規程・ガイドラインの制定、教育等を行うものとし、新たに生じたリスクに
ついては、速やかに対応責任者となる執行役を定める。

　
③ 執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
（ⅰ）代表執行役の業務執行を補佐し、取締役会の決定事項の実行に関し協議、決定するた

めの会議を開催する。
（ⅱ）執行役および使用人の責任と権限の範囲を明確にする規程を制定し、その責任と権限

の範囲で、業務執行が効率的に行われる体制をとる。
　
④ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
（ⅰ）オラクル・グループの企業倫理規程を適用してコンプライアンスの基本方針を定める。
（ⅱ）オラクル・グループのコンプライアンスに係る内部通報窓口を利用して、使用人の法

令違反について通報することができる体制をとる。
（ⅲ）内部統制システムの構築、維持、向上のため、各担当部門が、社内規程等の制定・運

用、法令および社内規程等に関する研修を行う。
（ⅳ）コンプライアンスについての責任者を任命し、これにより当社のコンプライアンス体

制の整備を図る。
（ⅴ）監査部門を設置し、内部監査に関する規程に従って各部門の業務プロセス等を監査し、

不正の発見・防止と業務プロセスの是正を図る。
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⑤ 当社ならびにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため
の体制

（ⅰ）オラクル・グループとしての企業倫理規程を定める。
（ⅱ）コンプライアンスに係る内部通報窓口を利用して、法令違反について通報することが

できる体制をとる。
コンプライアンスに係る内部通報窓口とは別に、取締役会が任命する執行役及び執行
役員の不正行為について、監査委員会に通報することができる体制をとる。

（ⅲ）当社は、親会社の内部監査部門の定期的な監査を受け入れ、その監査結果について報
告を受ける。

（ⅳ）当社は、当社子会社の内部監査を行い、その結果について取締役会および監査委員会
に報告する。

　
⑥ 監査委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項
監査委員会の職務を補助するため、事務局を置く。

　
⑦ 前号の使用人の執行役からの独立性に関する事項
前号の事務局に属する使用人の任命、異動、評価等については、事前に監査委員会の意見
を聴取するものとし、執行役はこれを尊重する。

　
⑧ 監査委員会の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
事務局及び監査委員の事務を補助する補助人は、監査委員会の事務に関する事項につい

て、監査委員会の指示に従う。
　
⑨ 執行役及び使用人が監査委員会に報告をするための体制その他の監査委員会への報告に関
する体制
執行役および使用人は、監査委員会から業務執行に関する事項の報告を求められた場合に
は、速やかに報告を行わなければならないものとする。監査委員会は、必要に応じて、執行
役および使用人からヒアリングを実施する機会を与えられる。

　

― 2 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年07月24日 18時20分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



⑩ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確
保するための体制
監査委員会への報告を行った者に対し、当該報告を行ったことを理由として不利益な取扱

いを行うことを禁止する。
　
⑪ 監査委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の
執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査委員からその職務の執行に必要な費用等の請求を受けたときは、会社法第404条第４
項に基づいて取り扱うものとする。また、監査委員は、取締役会又は執行役の事前承認を受
けることなく、必要に応じて当社の費用において外部アドバイザーを任用することができ
る。

　
⑫ その他監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
（ⅰ）監査委員は、監査部門の実施する内部監査に係る年次計画について事前に説明を受け、

その修正等を求めることができる。また、内部監査の実施状況について適宜報告を受
け、必要があると認めるときは、追加監査の実施、業務改善策の策定等を求めること
ができる。

（ⅱ）代表執行役および会計監査人は、それぞれ監査委員と適宜会合を持ち、当社が対処す
べき課題、監査委員会による監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意
見を交換し、代表執行役、会計監査人および監査委員の間で相互認識を深める。

（ⅲ）監査委員は、執行役等の職務の執行の監督の目的から、経営にかかわる重要な会議に
出席する機会を、また必要に応じて、議事録・会議資料等を閲覧する機会を与えられ
る。
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業務の適正を確保するための体制の運用の状況
当社は、上記の業務の適正を確保するための体制について、体制の整備当初から、内部統制シ
ステムの整備及び運用状況について継続的に調査を実施しており、取締役会にその内容を報告し
ております。また、調査の結果判明した問題点につきましては、是正措置を行い、より適切な内
部統制システムの構築・運用に努めております。
平成29年６月１日から平成30年５月31日までの期間においても、オラクル・グループの企業
倫理規程の認知度をより高める取り組みを行い、全社員のコンプライアンス意識の浸透に努めま
した。
　

― 4 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年07月24日 18時20分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



個別注記表
［重要な会計方針に係る事項に関する注記］
1. 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
時価のないもの …………… 株式：移動平均法による原価法

債券：償却原価法

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

建物 ……… 定額法
工具、器具及び備品 ……… 定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物 ５年～38年
工具、器具及び備品
パーソナルコンピュータ ２年
コンピュータサーバー機器類 ３年
コンピュータストレージ機器類 ４年
その他 ５年～15年

（2）無形固定資産 ……… 定額法
なお、自社利用のソフトウェアにつきましては、社内利用可能期間（５年）に基づき償
却しております。

　
3. 引当金の計上方法
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を勘案して回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。
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（3）役員賞与引当金
役員に対する賞与の支払に備えて、役員賞与支給見込額の当期負担額を計上しておりま
す。

（4）製品保証引当金
製品のアフターサービスの費用支出に備えるため、保証期間内のサービス費用見込額
を、過去の実績を基礎として計上しております。

（5）株式給付引当金
株式交付規程に基づく取締役、執行役及び従業員への当社株式の給付に備えるため、当

事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき、計上しております。
　
4. 収益の計上基準
コンサルティングサービス売上及び一部のソフトウェア売上について、進行基準を適用し
ております。

　
5. 消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

　

［表示方法の変更に関する注記］
　(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の早期適用に伴う変更)
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号平成30年２月16日。以下
「税効果会計基準一部改正」という。）が当事業年度末に係る計算書類から適用できるようにな
ったことに伴い、当事業年度から税効果会計基準一部改正を適用し、繰延税金資産は投資その
他の資産の区分に表示する方法に変更するとともに、税効果会計注記を変更しました。この結
果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「繰延税金資産」2,322百万円は、「投
資その他の資産」の「繰延税金資産」2,570百万円に含めて表示しております。

［貸借対照表に関する注記］
有形固定資産の減価償却累計額 11,442百万円
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［損益計算書に関する注記］
関係会社との取引
営業取引
売上高 701百万円
仕入高 98百万円

　
［株主資本等変動計算書に関する注記］
1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　

当期首株式数
（千株）

当期増加株式数
（千株）

当期減少株式数
（千株）

当期末株式数
（千株）

発行済株式
普通株式 127,728 290 ― 128,019

自己株式
普通株式 154 1 52 103

　

（注） １．発行済株式数の増加290千株は新株予約権行使によるものであります。
２．普通株式の自己株式数の増加１千株は単元未満株式の買取りによる増加であります。
３．普通株式の自己株式の株式数の減少52千株は、役員報酬ＢＩＰ信託口から株式交付対象者への交
付による減少15千株、株式付与ＥＳＯＰ信託口から株式交付対象者への交付による減少36千株に
よるものであります。

　４．当事業年度末の自己株式数につきましては、「役員報酬ＢＩＰ信託」(22千株)及び「株式付与
　ＥＳＯＰ信託」(69千株)が所有する当社の自己株式92千株を含めて記載しております。

　
2. 配当に関する事項
（1）配当金支払額

　

決議 株式の
種類

配当金の
総額

（百万円）
配当金の
原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成29年７月20日
取締役会 普通株式 14,559 利益剰余金 114 平成29年５月31日 平成29年８月７日

　

（注） 平成29年７月20日開催の取締役会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する
配当金16百万円（役員報酬ＢＩＰ信託 ４百万円、株式付与ＥＳＯＰ信託 12百万円）が含まれており
ます。

　

― 7 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年07月24日 18時20分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
平成30年７月24日取締役会

　

株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当金の原資 １株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

普通株式 15,489 利益剰余金 121 平成30年５月31日 平成30年８月６日
　

（注） 平成30年７月24日開催の取締役会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する
配当金11百万円（役員報酬ＢＩＰ信託 ２百万円、株式付与ＥＳＯＰ信託 ８百万円）が含まれておりま
す。

　
3. 新株予約権に関する事項

　

発行日 目的となる株式の種類 目的となる株式の数

平成20年10月15日 普通株式 38,700株

平成21年10月15日 普通株式 33,000株
平成22年10月15日 普通株式 61,700株
平成23年９月28日 普通株式 33,200株

平成24年９月28日 普通株式 68,700株

平成25年９月30日 普通株式 78,200株

平成26年９月30日 普通株式 7,300株

平成27年７月31日 普通株式 1,400株

平成27年９月30日 普通株式 17,600株

合 計 339,800株
　

（注） 権利行使期間の初日が到来していないものを除いております。
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［税効果会計に関する注記］
繰延税金資産の主な発生原因別内訳

平成30年５月31日現在
（単位：百万円）

　

繰延税金資産

未払金 521

未払事業税 567

前受金 1,416

賞与引当金 523

減価償却費超過額 193

投資有価証券 18

その他 236

繰延税金資産合計 3,477
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［金融商品に関する注記］
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

資金の管理・運用については、当社が定める資金管理・運用規程（オラクル・コーポレ
ーションが定めるglobal policyに準拠）に則り、高格付の円貨建有価証券への投資及び
高格付の金融機関への資金預入等に限定し、高い安全性と適切な流動性の確保をはかって
おります。また、デリバティブ取引は行わない方針です。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
受取手形、売掛金、未収入金及び短期貸付金は、取引先の信用リスクに晒されておりま

すが、当社の与信管理規程（オラクル・コーポレーションが定めるglobal policyに準拠）
に則り、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、信用状況を定期的に把握す
ることにより、リスクの軽減をはかっております。
有価証券及び投資有価証券は価格変動リスク及び信用リスクに晒されておりますが、高

格付の円貨建有価証券への投資に限定すること、定期的に時価や発行体の財務状況等を把
握することなどにより、リスクの軽減をはかっております。
営業債務である買掛金は、短期に決済されております。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に
算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい
るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
平成30年５月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には
含めておりません（注２参照）。

（単位：百万円）
　

貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 169,326 169,326 ―

（2）売掛金 19,871

貸倒引当金（＊） △12

差引 19,859 19,859 ―

資産計 189,185 189,185 ―

（1）買掛金 13,087 13,087 ―

（2）未払金 5,521 5,521 ―

（3）未払法人税等 10,991 10,991 ―

負債計 29,600 29,600 ―
　

（＊）売掛金に対する貸倒引当金であります。
　
（注）1. 金融商品の時価の算定方法に関する事項

資 産
（1）現金及び預金（2）売掛金

短期間で決済され、帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額を時価としております。
負 債
（1）買掛金（2）未払金（3）未払法人税等

短期間で決済され、帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額を時価としております。
2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　

区分 貸借対照表計上額

非上場株式 36百万円
　

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため含
めておりません。
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［関連当事者との取引に関する注記］
1. 兄弟会社等

　

属 性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

親会社の
子会社

Oracle
America,
Inc.

―
オラクルグルー
プ会社間取引の
資金決済及び資
金貸付け

短期貸付金の
回収（注）１ 90,300 短期貸付金 ―

オラクルグル
ープ会社間取
引の資金決済
（注）２

36,144 買掛金 6,103

15,009 未払金 3,709

オラクル・
インターナショナル・
コーポレーション

― 販売代理店契約
の締結

ロイヤルティ
料の支払
（注）３

45,692 買掛金 5,253

　

（注） 取引条件及び取引条件の決定方針等
1. 貸付金の利率については、市場金利を勘案し合理的に決定しております。
なお、当該取引による受取利息額は11百万円（当期計上額は４百万円）です。

2. オラクル・コーポレーションのグループ会社間取引（オラクル・インターナショナル・コーポレー
ションとの取引を除く）の資金決済については、Oracle America, Inc.の口座を通じて決済されて
おります。上記買掛金及び未払金における取引金額は決済金額であり、その主なものは親会社の子
会社である日本オラクルインフォメーションシステムズ合同会社（東京都港区）に対する支払ロイ
ヤルティ（当期計上額 13,141百万円）及びハードウェア・システムズ部門に係る商品等の仕入
（当期計上額 14,035百万円）であります。なお、当該ロイヤルティの料率及び商品等の仕入価格
については、オラクル・コーポレーションと当社を含むオラクル製品を取り扱うグループ会社との
間での合理的な基準により決定しております。

3. ロイヤルティ料については、オラクル製品の売上高の一定割合によっており、その料率はオラク
ル・コーポレーションと当社を含むオラクル製品を取り扱うグループ会社との間での合理的な基準
により決定しております。
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2. 役員及び個人株主等
　

属 性 会社等の名称
又は氏名

議決権等の所有
（被所有）割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

役員 野 坂 茂 （被所有）
直接 0.00％ 当社取締役 ストック・オプション

の権利行使（注） 39 ― ―

役員 石 積 尚 幸 （被所有）
直接 0.00％ 当社執行役 ストック・オプション

の権利行使（注） 35 ― ―

役員 大 岸 聡
（注）１

（被所有）
直接 0.00％ 当社取締役 ストック・オプション

の権利行使（注） 21 ― ―

役員 杉 原 博 茂
（注）２

（被所有）
直接 0.00％ 当社取締役 ストック・オプション

の権利行使（注） 53 ― ―
　

（注） １．大岸聡氏は平成29年８月23日をもって当社取締役を退任しており、上記の内容は当事業年度の在
任期間に係るものです。

　 ２．杉原博茂氏は平成29年11月30日をもって当社取締役を退任しており、上記の内容は当事業年度
の在任期間に係るものです。

　 ３．当社株主総会の決議に基づき付与されたストック・オプションの当事業年度における権利行使を
記載しております。

［１株当たり情報に関する注記］
1. １株当たり純資産額 1,025.38円
2. １株当たり当期純利益 303.25円

　

（注） 株主資本において自己株式として計上されている、役員報酬ＢＩＰ信託及び株式付与ＥＳＯＰ信託に残
存する自社の株式は、当事業年度の１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控
除する自己株式に含めております（役員報酬ＢＩＰ信託 27,935株、株式付与ＥＳＯＰ信託 83,308
株）。
信託口が保有する当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株
式に含めております（役員報酬ＢＩＰ信託 22,542株、株式付与ＥＳＯＰ信託 69,735株）。

　
［重要な後発事象に関する注記］
該当事項はありません。
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